
大山崎町放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱 

令和５年１２月１日 

告示第６７号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第６

条の３第２項に基づく放課後児童健全育成事業の推進を図るため、大山崎町放課後児童

健全育成事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、大山崎町補

助金等の交付に関する規則（昭和４６年規則第１６号）の規定によるほか、必要な事項

を定めるものとする。 

（補助対象事業） 

第２条 補助の対象となる事業は、法第３４条の８第２項に基づき町長に事業開始を届け

出た事業者（以下「事業者」という。）が実施する放課後児童健全育成事業であって、次

に掲げる要件を満たすものとする。 

（１）大山崎町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年条例第１３号）に規定する設備及び運営に関する基準を満たすこと。 

（２）大山崎町在住の小学校又は特別支援学校小学部に就学している児童を対象に放課後

児童健全育成事業を実施すること。 

（補助対象経費） 

第３条 補助金の対象となる経費は、「放課後児童健全育成事業」の実施について（令和５

年４月１２日こ成環第５号こども家庭庁成育局長通知）の別紙「放課後児童健全育成事

業実施要綱」に定められた放課後児童健全育成事業の実施に要する経費とする。 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、子ども・子育て支援交付金の交付について（令和５年９月７日こ

成事第４８１号こども家庭庁長官通知）の別紙「子ども・子育て支援交付金交付要綱」

（以下「国交付要綱」という。）の別紙に定められた基準額と対象経費の実支出額とを比

較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して

少ない方の額を選定する。ただし、当該補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた

場合には、これを切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする事業者は、別に定める期日までに、町長が国交付

要綱に準じて別に定める大山崎町放課後児童健全育成事業費補助金交付申請書を町長に

提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第６条 町長は、第５条の規定による補助金の交付申請があったときは、必要な審査を行

い、適当と認めたときは、予算の範囲内において補助金の交付を決定し、大山崎町放課

後児童健全育成事業費補助金交付決定通知書（様式第１号）により当該事業者に通知す



るものとする。 

（補助金の変更交付申請） 

第７条 補助金の交付決定を受けた事業者が、交付申請額を変更しようとする場合は、町

長が国交付要綱に準じて別に定める大山崎町放課後児童健全育成事業費補助金変更交付

申請書に関係書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（補助金の変更交付決定） 

第８条 町長は、第７条の規定による補助金の変更交付申請があったときは、必要な審査

を行い、適当と認めたときは、予算の範囲内において補助金の変更交付を決定し、大山

崎町放課後児童健全育成事業費補助金変更交付決定通知書（様式第２号）により当該事

業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第９条 補助金の交付決定を受けた事業者は、別に定める期日までに、町長が国交付要綱

に準じて別に定める大山崎町放課後児童健全育成事業費補助金実績報告書に関係書類を

添えて町長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１０条 町長は、第９条の規定による実績報告があったときは、必要な審査等を行い、

交付すべき補助金の額を確定し、大山崎町放課後児童健全育成事業費補助金交付額確定

通知書（様式第３号）により当該事業者に通知するものとする。 

（概算払） 

第１１条 町長は、第１０条の規定による補助金の額の確定前に補助金を交付する必要が

あると認めた場合は、補助金の交付決定額の全部又は一部を概算払により交付すること

ができる。 

（補助金の交付請求） 

第１２条 補助金の額の確定通知を受けた事業者が、補助金の交付を受けようとするとき

は、別に定める期日までに、大山崎町放課後児童健全育成事業費補助金交付請求書（様

式第４号）を町長に提出するものとする。 

２ 補助金の交付決定を受けた事業者が、第１１条の規定により補助金の概算払を受けよ

うとする場合は、別に定める期日までに、大山崎町放課後児童健全育成事業費補助金概

算払請求書（様式第５号）を町長に提出しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１３条 町長は、第１２条第１項若しくは第２項の規定に基づく補助金の交付請求があ

ったときは、当該事業者に補助金を交付する。 

（補助金の交付取消等） 

第１４条 町長は、補助金の交付を受ける事業者あるいは受けた事業者が次の各号のいず

れかに該当する場合は、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は期限を

定めて既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命じることができる。 



（１）この要綱の規定に違反したとき。 

（２）補助金を目的外に使用したとき。 

（３）虚偽その他不正な行為により補助を受け、又は受けようとしたとき。 

（４）その他町長が不適当と認めたとき。 

２ 前項の規定により補助金の返還を命ぜられた事業者は、町長が別に定める期限までに

補助金を返還しなければならない。 

（帳簿等の整備及び保管） 

第１５条 補助金の交付を受けた事業者は、当該補助事業に係る収入及び支出を明らかに

した帳簿を備え、当該収入及び支出に関する証拠書類を整理しておかなければならない。 

２ 補助金の交付を受けた事業者は、当該補助事業に係る帳簿及び証拠書類を事業の完了

の日の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。 

附 則 

 この要綱は、令和５年１２月１日から施行する。 


